
貸 借 対 照 表

令和  8年 3月31日 現在

資 産 の 部

科 目 金 額

（単位：円）

流 動 資 産【 】 　     1, 012, 486, 045【 】

現 金 ・ 預 金 　       388, 586, 662

売 掛 金 　       137, 654, 497

製 品 　        34, 009, 839

仕 掛 品 　       352, 473, 713

原 材 料 　        25, 198, 966

貯 蔵 品 　           856, 987

立 替 金 　         1, 115, 874

未 収 入 金 　         1, 987, 955

前 払 費 用 　        51, 563, 046

預 け 金 　        19, 038, 506

固 定 資 産【 】 　       470, 886, 891【 】

有 形 固 定 資 産［ ］ 　       435, 280, 821［ ］

建 物 　       400, 535, 520

構 築 物 　         8, 787, 997

機 械 装 置 　         6, 373, 543

車 両 運 搬 具 　           457, 543

工 具 器 具 備 品 　        16, 639, 550

建 設 仮 勘 定 　         2, 486, 668

無 形 固 定 資 産［ ］ 　         1, 746, 856［ ］

借 地 権 　           790, 000

ソ フ ト ウ ェ ア 　           354, 000

電 話 加 入 権 　           262, 400

施 設 利 用 権 　           340, 456

投資その他の資産［ ］ 　        33, 859, 214［ ］

投 資 有 価 証 券 　         9, 825, 032

差 入 保 証 金 　        12, 780, 830

事 業 保 険 積 立 金 　        11, 253, 352

資 産 合 計 　     1, 483, 372, 936

負 債 の 部

科 目 金 額

（単位：円）

流 動 負 債【 】 　       157, 259, 157【 】

買 掛 金 　        28, 612, 753

未 払 金 　        52, 538, 353

未 払 法 人 税 等 　        14, 561, 100

未 払 費 用 　            21, 487

前 受 金 　        43, 790, 000

預 り 金 　         2, 133, 064

賞 与 引 当 金 　        15, 602, 400

固 定 負 債【 】 　       332, 648, 736【 】

長 期 借 入 金 　       248, 375, 000

退 職 給 付 引 当 金 　        39, 381, 736

役 員 退 職 引 当 金 　        44, 892, 000

負 債 合 計 　       489, 907, 893

純 資 産 の 部

株 主 資 本【 】 　       993, 465, 043【 】

資 本 金［ ］ 　        10, 000, 000［ ］

利 益 剰 余 金［ ］ 　       983, 465, 043［ ］

利 益 準 備 金 　         2, 500, 000

その他利益剰余金（ ） 　       980, 965, 043（ ）

別 途 積 立 金 　     1, 540, 000, 000

繰 越 利 益 剰 余 金     △559, 034, 957

純 資 産 合 計 　       993, 465, 043

負債・純資産合計 　     1, 483, 372, 936



個 別 注 記 表
自  令和  7年 4月 1日

至  令和  8年 3月31日

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(１)資産の評価基準及び評価方法

　　①有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　関係会社株式・・・移動平均法による原価法

　　　　その他有価証券・・・移動平均法による原価法

　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　原材料・仕掛品・製品・・・最終仕入原価法

　　　　商品・貯蔵品・・・最終仕入原価法

　(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産

　　　定額法

　　  定率法（但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに、

　　　平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

　(３)引当金の計上基準

　　賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

　　退職給与引当金

　　　従業員の退職支給に備えるため、期末自己都合退職金要支給額を計上している。

　　役員退職給与引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末退職慰労金要支給額を

　　　計上している。

　(４)リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　(５)消費税等の会計処理

　　税抜方式で計上している。

２.株主資本等変動計算書に関する注記

　(１)発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　発行済株式

　　　普通株式（発行済株式）

　　　　前期末株式数（発行済普通株式）　　　           1,000株

　　　　当期増加株式数（発行済普通株式）　　               0株

　　　　当期減少株式数（発行済普通株式）　　               0株



　　　　当期末株式数（発行済普通株式）　　　           1,000株

　(２)配当に関する事項

　　　当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　　　令和７年５月２７日開催の第５１期事業年度の定時株主総会において決議

　　　　配当金の総額　　　　　　　　　　　　      45,573,000円

　　　　配当原資　　　　　　　　　　　　　　利益剰余金

　　　　配当基準日　　　　　　　　　　　　　令和７年３月３１日

　　　　効力発生日　　　　　　　　　　　　　令和７年５月２８日

　　　等事業年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　　　令和８年５月２７日開催の第５２期事業年度の定時株主総会において議案を付議

　　　　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　49,651,200円

　　　　配当原資　　　　　　　　　　　　　　　利益剰余金

　　　　配当日基準　　　　　　　　　　　　　　令和８年３月３１日

　　　　効力発生日　　　　　　　　　　　　　　令和８年５月２８日

３.１株当たり情報に関する注記

　(１)１株当たりの純資産額　　　　　　　　　　　　　　         993,465円04銭

　(２)１株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金額　　          82,557円59銭




